平成19年1月29日

鎌倉市自治基本条例策定市民会議ミニ学習会資料

自治基本条例の位置づけ
－現在ある条例と自治基本条例との関わりについて－
１　条例とは
　・地方公共団体は、その自治体の運営を担っており、その自治権に基づいて、必要に応じて条例等の制定ができることになっています。

日本国憲法

第94条　地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。

地方自治法

（条例の制定及び罰則の委任）

第14条　普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事務に関し、条例を制定することができる。

②　普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合を除くほか、条例によらなければならない。

２　現在ある条例は

・法の体系には、法、条例、規則があり、法から委任を受けた条例と独自に定める条例があります。条例は基本的事項を定め、規則は細則的事項を定めることが多いです。
　例：景観法
　　　景観法施行令
　　　鎌倉市都市景観条例
　　　鎌倉市都市景観条例施行規則
・鎌倉市には、約210件の条例があります。
例：鎌倉市まちづくり条例
鎌倉市情報公開条例

　　他

・その他規則、要綱等を含めるとその数は、647件です。（例規登載件数）
例：鎌倉市まちづくり条例施行規則
鎌倉市情報公開条例施行規則
鎌倉市事務決済規程
鎌倉市墓地造営等に関する指導要綱
　　　他
３　自治基本条例とは

・地方自治の本旨には団体自治と住民自治があり、住民自治を拡大しようとするものです。
・「自治」の方針と基本的なルールを定める条例です。
・他の条例、計画、施策の上位にあって、それらの指針となる「自治体の憲法」といわれています。
　　日本国憲法
第98条　この憲法は、国の最高法規であって、その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は一部は、その効力を有しない。
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規 則 等
４　自治基本条例と他の条例等との関係は

・「自治体の憲法」といわれるような最高規範性を備えている条例になれば、他の条例、計画、施策の上位にあって、それらの指針となるといえます。しかし、他の法律との関係には、充分に考慮する必要があります。
・基本理念だけを表した市民憲章とは性格が異なりますが、理念だけに特化した条例では差異はなくなります。
・総合計画は、地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るため基本構想を定め、目指すべき将来都市像とそれを実現するための施策の基本的な考え方を定めたものです。自治基本条例は、この総合計画と連動させて自治運営を行っていく制度です。
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